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４．論文の概要 
 
本論文の目的は、近世日本と清代中国における蚕糸絹織物業の発展過程を比較すること
により、この分野での両国の近代化のあり方を考察することにある。 
近世初頭の日本蚕糸業は技術的に大きく遅れており、西陣を中心とする国内絹織物業の
原料供給はもっぱら輸入生糸（中国産白糸）に頼っていた。その後、両国はともにほぼ同
じ時期に鎖国・海禁を経験するが、日本の生糸は幕末開港時には主要輸出品の地位に躍り
出て、以後、外貨獲得に大いに貢献することとなる。同時期の中国においても生糸は外貨
獲得の有力製品であり、世界市場において重要なシェアを占めていた。しかし開港後約半
世紀後には、日本は世界最大の生糸輸出国にまで成長している。日本の生糸輸出のこの急
速な発展の背景には、ヨーロッパにおける蚕病（微粒子病）の発生や、中国における太平
天国の乱などの外的要因があったことは間違いないが、本論文はその主な要因を両国にお
ける蚕糸絹織物業、とりわけ在来技術の発展過程そのものに求めようとしている。本論文
の構成は次のとおりである。 
 
序章 
第1章 近世における日本蚕糸業技術の発展 
第2章 近世における日本絹織物業の発展 
第3章 清代における中国蚕糸絹織物業の発展 
第4章 幕末開港期の日中生糸輸出貿易 
終章 
 
序章では、近世蚕糸絹織物業の発展と近代以降の生糸輸出貿易の発展について日中両国
の研究者が採っていた基本的な研究姿勢の整理を試みている。その中で、近世日中両国の
蚕糸絹織物業をそれぞれの国内的条件のみならず、国際的条件や多様な社会的諸条件との
関連においてとらえるべきとの観点を提示している。 
第1章では、国内絹織物業の発展と原料糸供給の空洞化のアンバランスの中で発展を余儀
なくされた近世日本の蚕糸業が生産技術の向上を最大の課題としたことを指摘するととも
に、それまで頼っていた輸入生糸（中国産生糸）の水準に達するために行われたさまざま
な工夫を詳しく考察し、近世における蚕糸業技術の発展の全容を描いている。なかでも、
生糸の品質や作柄を規定する最大の要因として養蚕業の重要性、とりわけ、製糸と繭の関
係および蚕種と養蚕との関係に注目し、養蚕技術における日本独自の技術改良やその優位
性を蚕種・繭の取引および地域間競争の中で解明している。 
第2章では、近世日本の絹織物業の動向について詳しく考察する。近世以前から外来技術
を積極的に取り入れ、早期に輸入代替を実現した西陣を中心とする都市高級絹織物業は近
世に入ってさらなる技術発展を遂げ、それが国内の蚕糸業、さらには地方絹織物業の発展
を促進することになり、やがて近世前期に見られた都市高級絹織物業と「田舎絹」と呼ば
れる地方絹織物業の二極構造を打開していくことになる。その過程でもっとも重要となる
「技術伝播」について丹後、桐生、八王子、足利などの地方をとりあげ詳しく検討を行っ
ている。 
第3章では、日本との比較の観点から、清代、とりわけ乾嘉期前後から清末にかけての蚕
糸絹織物業の生産技術水準や産業の特徴を確認すべく、蚕糸業と絹織物業の両面から詳し
く考察をおこなっている。さらに、全国の蚕糸絹織物業の中心であった長江デルタの太湖
沿岸の蘇州・浙江両省にまたがる地域の蚕糸絹織物業を対象とし、生産技術、生産構造、
経営形態および流通形態から多角的に考察を行うことにより、清代における蚕糸絹織物業
の特徴を明らかにする。 
第4章では、開港後における日中両国の蚕糸業の動向や生糸輸出における両国の国際競争
力をめぐって、生糸世界市場の需給関係や競争力の規定要因を検討する。具体的にはまず、
近代の生糸世界市場における主な供給国である中国および日本と主な需要国であるフラン
スおよびアメリカにおける蚕糸絹織物業の展開を把握するとともに、世界の政治経済情勢
の変化がもたらす生糸市場への影響を検討している。つぎに、日中両国の生糸輸出量の長
期的変動を分析し、その変動に影響を及ぼした諸要因を外的要因と内的要因の両面から探
っている。 
終章では、第1章から4章までの検討を踏まえ、近世日本と清代中国の蚕糸絹織物業を比
較しながら、前者の発展水準や独自の技術水準を確認し、それが、幕末開港後における日
本生糸の国際競争力の獲得にどう関係したのかを説明する。すなわち、日本の蚕糸業では、
西陣ならびに西陣と対抗する地方織物業の発展にともない、その生産に適応する糸質と糸
量の両方を向上させるために、飼育技術、蚕品種、桑品種等の改良が繰り返し行われ、開
港直前には明治前期へと繋がる養蚕技術の発展が見られたと結論づける。一方中国では、
蚕糸絹織物業は江南地域に集中し、製品の奢侈性を重視していたため、生産技術や生産構
造に大きな変化が見られず、全体として産業発展が停滞する傾向にあったと指摘する。 
 
５．論文の評価と判定 
 
 アジア諸国の近代化をめぐってはこれまで多くの議論がなされてきたが、近代化を欧米
社会、とりわけ先進技術へのキャッチ・アップという観点からとらえようとする傾向が根
強くあった。同時に、近代化の基盤であるはずの前近代について、その閉鎖性・封建制が
強調されるあまり、前近代から近代への連続面が軽視されがちでもあった。近年こうした
見方に反省が加えられ、前近代の正当な評価が行われ始めたが、本論文は、近代化をめぐ
るこうした新しい問題意識に連なるものである。とりわけ、近世日本の蚕糸絹織物業に関
する技術面からの考察は綿密で細部に行き届いており、幕末開港期以来のこの分野での近
代化の基盤を指摘するうえで十分な説得力を持っている。すなわち、近世日本の蚕糸絹織
物業は「鎖国」のもとでも決して在来技術の荒廃・停滞、または低位にとどまっていたの
ではなく、限定された市場条件のもとで、技術的発展が追求されたことがさまざまな図表
を用いて丁寧に説明されている。 
また、主要なテーマである蚕糸絹織物業の日中比較は、先行研究がまったくないわけで
はないが、本論文の貢献は、養蚕から製糸、さらには絹織物の生産から流通にいたる全体
像を近代化との関連で系統的に比較したことにある。 
日本近世および近代の蚕糸絹織物業研究は、とくに1950年代から盛んに行われ、経済史
では古典的分野となったといってもよいが、本論文は、重要な地方史研究などを総合する
なかで、近世日本の絹織物業の特徴を明らかにすることに力を注いでいる。とりわけ、高
級絹織物を生産する西陣・堺などの都市機業と、紬など田舎絹を生産する地方機業の二極
構造が、多面的な産地構造のもとで解消されていく過程を、市場条件、技術の向上、庶民
の所得・消費水準の上昇などさまざまな社会経済条件との関連で説明している点は、総体
的理解という本論文の基本的方法が集約されたものとして評価できる。 
清代の蚕糸絹織物業の展開については、中国社会科学院をはじめ、上海、蘇州、南京大
学などの図書館古籍部に所蔵される膨大な量の刊行史料を調査し、現時点における中国で
の研究成果も踏まえながら、江南デルタ地帯において、地方絹織物業（盛沢）の発展を妨
げる官営織造局と三大都市機業（南京・蘇州・杭州）という構図を明らかにしている。こ
の構図により、中国では清代中期までは高級絹織物が主流であり、絹織物の大衆化が比較
的遅れていたという指摘は、その後の蚕糸絹織物業の進展を展望するうえで重要である。 
一方で、いくつかの課題も残されている。まず、日中比較に関する問題である。1950年
代から本格化する日本における蚕糸絹織物業研究は、戦前からの問題意識の継承というこ
ともあり、どちらかといえばマニュファクチュア、前貸問屋制といった生産構造に分析の
基本概念を置いてきた。本論文がとりあげる西陣や地方の絹織物業は、基本的にはこうし
た生産構造重視型の研究からその実態が明らかにされてきた。本論文では絹織物の消費、
商人（和糸問屋・糸仲買）の活動など流通過程にかかわる問題にも取り組んでおり、その
限りでは評価できるが、分析の中心はやはり生産構造であった。これに対し、1990年代か
ら盛んになったと思われる中国での蚕糸絹織物業の研究は、どちらかといえば生産過程よ
りも流通過程に重きを置いていたといえる。本論でも、たとえば「葉行」と呼ばれる桑葉
取引の仲買人の活動が詳しく分析される。時代背景からくる日中間の問題関心の違いがあ
り、決してたやすい課題ではないが、こうした比較の軸のずれを合わせる作業が求められ
る。 
この点に関連して、日本近世の絹織物業の構造分析にはやや概括的な叙述が見られる。
少なくとも西陣の和糸問屋と織屋との関係、関東の絹織物生産地帯における元機屋と賃織
農家との関係は、一次史料を使って個別の経営に立ち入り、とりわけ原料購入・製品販売
の仲買人としての問屋なり元機屋の活動を実証的に分析する必要があるだろう。これも困
難な作業ではあるが、本論文が持つ構想力からみて今後の成果を十分に期待することがで
きる。 
 
論文の内容および所定の試験の成績を考慮し、本論文の提出者は博士(経済学)を授与さ
れる資格があるものと判定する。 
